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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

上記事項につきましては、法令及び定款第14条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対
して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項か
ら上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第36期定時株主総会資料

●事業報告
「業務の適正を確保するための体制」

●計算書類
「個別注記表」

第36期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制

■１ 取締役会における決議の内容の概要
　当社は、会社法第399条の13第１項第１号ハの規定にもとづき、会社法施行規則第110条の４第１項
及び第２項の各号に定める業務の適正を確保するための体制に関する基本方針を決議しており、その内
容の概要は以下のとおりです。

①当社及び当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
コンプライアンスに関する委員会の設置、規程、行動規範及び内部通報制度の整備を行う。

②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役会の職務の執行に係る重要書類の保存期間等を定める規程の整備を行う。

③当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理に関する委員会の設置及び規程の整備を行う。

④当社及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社の取締役及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われるために、規程の整備を行
う。

⑤当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他の当社及び子会社
から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社子会社に関する管理規程の整備を行う。当社グループの財務報告に係る内部統制の文章化及
び評価の方針を定める。

⑥当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
必要に応じて内部監査室が監査等委員及び監査等委員会の補佐をする。

⑦前号の取締役及び使用人の当社の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及
び監査等委員会からの指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会補助スタッフの当該人事については、取締役からの独立性及び指示の実効性を確保
するため、監査等委員会と事前に協議する。

⑧当社及び子会社の取締役及び使用人等が当社の監査等委員会に報告するための体制、その他の当社
の監査等委員会への報告に関する事項
当社の監査等委員会への報告体制を以下のとおりに整備する。
・当社の取締役及び使用人並びに当社の子会社取締役、監査役及び使用人は、会社に著しい損害
を及ぼすおそれのある事実、不正もしくは法令・定款違反等について監査等委員会に報告す
る。使用人は、直属部長に報告し、必要に応じて内部通報制度等を利用し報告する。

・当社の監査等委員会が必要と認めた場合、当社の取締役、委員会、使用人、内部通報制度の責
任者、子会社の取締役及び子会社の使用人は業務内容等について当社の監査等委員会に報告す
る。
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業務の適正を確保するための体制

⑨前号の報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制
内部通報制度を積極的かつ安心して活用できるように通報者の保護を定める。

⑩当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ず
る費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方
針に関する事項
監査等委員がその職務の執行について生じる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該
監査等委員の職務の執行に必要がないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処
理する。

⑪その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は、代表取締役社長、会計監査人及び内部監査室等との連携体制を図るため、適宜
に情報及び意見交換を行う。

⑫その他
社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体との一切の関係を持たず、不当な要求に
は毅然とした態度で臨み、公序良俗に反する行為をしないことを基本方針とし、行動規範及びコ
ンプライアンスガイドラインの整備を行う。

■２ 運用状況の概要
　当社は、「内部統制システムの構築に関する基本方針」にもとづき、次のとおり運用しております。
①取締役の職務執行の適正性を担保するため、取締役会規程を制定し、法令等に定められた内容や経
営上の重要な意思決定事項を決議事項としております。また、その他の意思決定事項について効率
的に職務執行を行うため、職務権限規程を制定し、関連部門の審議を経た後、代表取締役の決裁事
項としております。以上より、当期の取締役会の開催は17回となりました。

②監査等委員監査の実効性を確保するため、監査等委員は、監査計画立案時に、会計監査人、内部監
査室と双方の計画をすり合わせ、各々の監査を効率的に進められるようにするとともに、結果につ
いても共有し、必要に応じて情報及び意見交換を行い、認識を共有しております。以上より、当期
の監査等委員会の開催は８回となりました。

③コンプライアンス体制の整備のため、コンプライアンス規程及び内部通報規程並びに行動規範を策
定しております。また、コンプライアンス委員会を運営し、会社業務の遂行上及び役職員の行動上
でのコンプライアンス体制の確保、充足を図っております。なお、当期のコンプライアンス委員会
の開催は12回（毎月）となりました。

④リスク管理体制の整備のため、リスク管理規程を制定しております。また、総務部を中心にリスク
管理委員会を運営し、想定されるリスクに対する対応策等を検討しております。なお、当期のリス
ク管理委員会の開催は12回（毎月）となりました。

⑤情報管理体制の整備のため、文書管理規程を制定し業務執行に係る各種書類の管理保存を行ってお
ります。コンピューターを中心とする情報ネットワークに関しても、その運用規程を制定し適切な
管理運用を行っております。
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個別注記表

１ 重要な会計方針に係る事項

③その他
有価証券

・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

①有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法 ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は次のとおりであります。

建物 ２～38年
構築物 ８～20年
工具、器具及び備品 ２～15年

②無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法 なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ
る利用可能期間（５年）にもとづいております。

③リース資産 定額法 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零としております。

個別注記表

❶ 有価証券の評価基準及び評価方法
①関係会社出資金 移動平均法による原価法
②満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

❷ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品 ・本部在庫品 総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下にもとづく簿価切
下げの方法により算定）

・店舗在庫品 売価還元法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下にもとづく簿価切
下げの方法により算定）

❸ 固定資産の減価償却の方法
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個別注記表

①貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、翌事業年度の支給見込額のうち、当事業年度の
負担すべき金額を計上しております。

③店舗閉鎖損失
引当金

店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、当該店舗の閉鎖時に発生すると見込ま
れる損失額を計上しております。

④退職給付
引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額にもとづき計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年
度から費用処理しております。

⑤役員退職慰労
引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、内規にもとづく期末要支給額を計上しておりま
す。

❹ 引当金の計上基準

❺ 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

商品の販売に係る収益認識
　当社の顧客との契約から生じる収益は、主に「100円ショップ」の小売業及び卸売業における商品
の販売によるものであり、これらの収益は、商品を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判
断し、当該時点で収益を認識しております。代金は概ね２ヶ月以内に受領しており重要な金融要素は
含んでおりません。
　なお、商品の販売によって付与したポイント負担金については、顧客から受け取る対価の総額から
差し引いて収益を認識しております。
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個別注記表

２ 会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係
る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

❶ 固定資産の減損
①当年度の計算書類に計上した金額

減損損失 262百万円
有形固定資産 23,317百万円

②その他の情報 当社は、原則として各店舗を基本単位としてグルーピングしており、営業活動によ
る損益が継続してマイナスとなる店舗及び閉店が決定した店舗について帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。なお、
当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却や他への転用が
困難な資産については零として評価しております。そのため、事業環境の変化や店
舗の収益状況の悪化等により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生じ
た場合、翌事業年度の計算書類において、減損処理が必要となる可能性がありま
す。

❷ 繰延税金資産
①当年度の計算書類に計上した金額 1,195百万円
②その他の情報 当社は、繰延税金資産について、将来の利益計画にもとづいた課税所得が十分に確

保できることや、回収可能性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金
資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに
依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じ減少した場合、繰
延税金資産が取り崩され、翌事業年度の計算書類において、税金費用が計上される
可能性があります。
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個別注記表

❸ 資産除去債務
①当年度の計算書類に計上した金額 5,456百万円
②その他の情報 当社は、原状回復義務がある店舗等の不動産賃貸借契約について、原状回復費用の

見込額を資産除去債務として計上しております。資産除去債務は、過去の退店店舗
の実績を用いて有形固定資産の除去に要する割引前の将来キャッシュ・フローを見
積り、使用見込期間に対応した割引率（現行0.2％～0.5％）で割引いて計算してお
ります。そのため、実際の支払額が見積りと異なった場合、あるいは、経済状況の
変動等により割引率に重要な変動があった場合、翌事業年度の計算書類において、
資産除去債務が変動する可能性があります。
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個別注記表

3 貸借対照表に関する注記

建物 184百万円
土地 805百万円

計 990百万円

4 損益計算書に関する注記

用　途 種　類 場　所
店　舗 建物等 Seriaアクア店（広島県広島市）他55店舗

❶ 担保に供している資産

(注) 上記の資産には、銀行取引に係る根抵当権が設定されていますが、担保付債務はありません。
❷ 契約負債

流動負債のその他に含まれる契約負債の金額は次のとおりであります。
契約負債 31百万円

❸ 有形固定資産の減価償却累計額
33,973百万円

❹ 関係会社に対する金銭債権、債務
短期金銭債権 0百万円

❶ 関係会社との取引高
営業取引以外の取引高 6百万円

❷ 減損損失に関する注記
　当事業年度において、当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　当社は、原則として各店舗を基本単位としてグルーピングしており、営業活動による損益が継続してマイナスとなる店舗及び閉店が決
定した店舗について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額262百万円を減損損失として特別損失に計上しております。その内
訳は建物250百万円、構築物4百万円、工具、器具及び備品０百万円、長期前払費用7百万円であります。なお、当該資産の回収可能価
額は正味売却価額により測定しており、売却や他への転用が困難な資産については零として評価しております。

－ 7 －



2023/05/18 18:40:26 / 23977879_株式会社セリア_招集通知

個別注記表

5 株主資本等変動計算書に関する注記

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普通株式 75,840,000株 －株 －株 75,840,000株

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普通株式 600,398株 －株 －株 600,398株

（決議） 株式の種類 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日
2022年６月23日

定時株主総会 普通株式 2,633 35 2022年
３月31日

2022年
６月24日

2022年10月31日
取締役会 普通株式 2,633 35 2022年

９月30日
2022年

12月１日

（決議） 株式の種類 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日
2023年６月21日

定時株主総会 普通株式 2,633 35 2023年
３月31日

2023年
６月22日

❶ 発行済株式の総数に関する事項

❷ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

❸ 剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
（予定）

(注) 配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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個別注記表

6 税効果会計に関する注記

繰延税金資産
未払事業税 168百万円
貸倒引当金 17百万円
賞与引当金 183百万円
店舗閉鎖損失引当金 1百万円
退職給付引当金 116百万円
役員退職慰労引当金 103百万円
資産除去債務 1,632百万円
棚卸資産 25百万円
減損損失 103百万円
その他 79百万円

繰延税金資産小計 2,429百万円
評価性引当額 △147百万円

繰延税金資産合計 2,282百万円

繰延税金負債
建物（資産除去債務） 1,033百万円
その他 53百万円

繰延税金負債合計 1,087百万円
繰延税金資産の純額 1,195百万円

7 金融商品に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

❶ 金融商品の状況に関する事項
　当社は、資金運用については、余剰資金の範囲で定期預金や安全性の高い金融商品で運用しておりま
す。資金調達については、現状、自己資金によっております。
　売掛金はＦＣ契約先及び卸売先に対する営業債権であります。売掛金に関しては、販売管理規程にも
とづき、与信限度額設定や与信情報管理を行い問題債権への対応を行っております。投資有価証券は株
式及び債券であり、上場株式及び債券については四半期ごとに時価の把握を行っております。敷金及び
保証金は、主に直営店舗の賃借取引に係る敷金及び差入保証金であります。
　買掛金は、商品の仕入先に対する営業債務であります。

－ 9 －
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貸借対照表計上額（※） 時　価（※） 差　額
(1) 有価証券及び投資有価証券 3,334 3,326 △8
(2) 敷金及び保証金 13,519 12,707 △812
(3) リース債務 （1,902） （1,814） 87

区　分 当事業年度
非上場株式 5

❷ 金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日（当事業年度末）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

（単位：百万円）

(※) 負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。
(注１) 現金は注記を省略しており、預金、売掛金、預け金、買掛金、未払金、未払法人税等は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似することから、記載を省略しております。
(注２) 市場価格のない株式等は、「(1)有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下

のとおりであります。
（単位：百万円）

❸ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

－ 10 －
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区　分
時　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券
株式 134 － － 134
その他 － 3,000 － 3,000

区　分
時　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券
社債 － 191 － 191

敷金及び保証金 － 12,707 － 12,707
リース債務 － 1,814 － 1,814

①時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 （単位：百万円）

②時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 （単位：百万円）

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
　上場株式、及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の
時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認めら
れないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。なお、譲渡性預金の時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿
価額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。
敷金及び保証金
　契約ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用リスクを加味した利率をもとに割引現在価値法によ
り算定しており、レベル２の時価に分類しております。
リース債務
　元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率をもとに、割引現在価値法により算定しており、レベル２
の時価に分類しております。

－ 11 －
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8 収益認識に関する注記

事業部門 店舗所在地域別 売上高
北海道東北地方 23,550
関東甲信越地方 73,911
東海北陸地方 38,280
関西地方 36,555
中国四国地方 15,515
九州沖縄地方 21,639

直営売上高 209,453
ＦＣ売上高 2,006
その他 899

顧客との契約から生じる収益 212,359
その他の収益 －
外部顧客への売上高 212,359

❶ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　当社は、「100円ショップ」の小売業及び卸売業を主な内容として、事業活動を展開しております。
なお、当社は100円ショップ事業の単一セグメントであります。
　100円ショップ事業の顧客との契約にもとづき分解した収益は、以下のとおりであります。なお、地
域別の収益は、直営売上高が90％以上を占めることから、直営売上高のみ店舗の所在地域別に分解して
おります。

（単位：百万円）

(注１) 「その他」の区分は「卸売等売上高」「海外売上高」の合計額を表示しております。
(注２) 店舗所在地域別の区分は次のとおりであります。

北海道東北地方………北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
関東甲信越地方………茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県
東海北陸地方…………富山県、石川県、福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
関西地方………………滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
中国四国地方…………鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州沖縄地方…………福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

❷ 収益を理解するための基礎となる情報
　「１．重要な会計方針に係る事項」の「(5) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

－ 12 －
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当事業年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 648
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,098
契約負債（期首残高） 43
契約負債（期末残高） 31

9 １株当たり情報に関する注記

10 重要な後発事象に関する注記

❸ 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
　契約負債は、主に卸売業による顧客からの前受金であり、貸借対照表上、流動負債に含まれておりま
す。
　顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

　当事業年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重要性はあり
ません。なお、当事業年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額には重要性
はありません。

❶ １株当たり純資産額 1,295円16銭
❷ １株当たり当期純利益 136円29銭

　該当事項はありません。

－ 13 －


